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　今度の参議院選挙は、平和と憲法にとっても、

暮らしと経済にとっても、日本の進路が問われる

とても大切な選挙です。日本共産党の躍進は、平

和でも、暮らしでも、希望がもてる日本をつくる

最大の力となります。

平和を壊す逆流から日本を救う確かな力……ロ

シアのウクライナ侵略という危機に乗じて、「力

対力」で戦争への危険な道をすすむのか、「外交

による平和」をつくりだすために力をつくすの

か、日本は重大な岐路に立っています。

　岸田自公政権は、これまでの政権が大原則とし

てきた「専守防衛」を放棄して、「敵基地攻撃能

力（反撃能力）」を保有し、軍事費を「GDP 比

2％以上」にして、5 兆円以上も増やす大軍拡を

すすめようとしています。9 条改憲は、この危険

な道を何の制約もなくつきすすむためのもので

す。維新の会も、「専守防衛」を投げ捨てよと叫

び、9 条改憲案を提示し、「核共有」を岸田政権

にけしかけています。「力対力」で構えたら、際

限のない軍拡競争の悪循環に陥り、戦争への危険

を増大させてしまいます。

「力対力」の震源地は、アメリカにあります。

軍事費の「GDP比 2％以上」も、「敵基地攻撃能

力（反撃能力）」保有も、アメリカの要求に応え、

それに追従したものです。「日米同盟の抑止力の

強化」を叫ぶ流れに、多くの政党がのみ込まれて

いるもとで、国民多数の合意で日米安保条約を解

消し、軍事同盟のない世界をめざす日本共産党の

躍進は、この逆流と正面から対決し、日本を救う

最も確かな力になります。9 条改憲を許さず、9

条をいかした平和の外交をすすめるために、日本

共産党を躍進させてください。

「やさしく強い経済」をつくる最大の力……物

価高騰に無為無策の政治でいいのかが問われてい

ます。岸田自公政権は、「異次元の金融緩和」で

「異常円安」をもたらした「アベノミクス」を反

省するどころか、その「堅持」を公然と宣言しま

した。賃金は上がらず、年金は貧しく、教育費は

高い、消費税の連続増税、そして経済成長が止

まった国にしてしまった弱肉強食の新自由主義を

見直すこともできません。維新の会は、自己責任

と規制緩和で弱肉強食をあおり立てています。

　日本共産党は、新自由主義から転換し、「やさ

しく強い経済」─国民に「やさしい経済」、ほ

んとうに「強い経済」にしていくことを訴えま

す。企業・団体献金を一切受け取らず、財界・大

企業中心の政治のゆがみに正面からメスを入れる

日本共産党の躍進こそ、新自由主義を転換し、物

価高騰から暮らしを守り、「やさしく強い経済」

をつくる最大の力となります。

市民と野党の共闘の前途を開く推進力……市民

と野党の共闘は、激しい攻撃と妨害にさらされま
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したが、日本共産党は、市民連合のみなさんとも

力をあわせて、共闘を守るために粘り強く努力し

てきました。日本共産党、立憲民主党、社会民主

党、沖縄の風、碧
へき

水
すい

会
かい

と市民連合で、「安保法制

の廃止」「9 条改悪を許さない」などの政策で一

致し、勝利できる可能性の高い選挙区での候補者

を調整することで合意しました。

　日本共産党は、野党候補が 1人となった選挙

区で勝利のために全力をあげます。市民と野党の

共闘が、次につながる成果を収めることができる

よう力をつくします。

　市民と野党の共闘を守り発展させる最大の推進

力は、日本共産党の躍進にあります。日本の政治

を変える道は共闘しかありません。ブレずに共闘

のために力をつくす日本共産党の躍進こそ、さま

ざまな困難や障害をのりこえて、共闘を前に進

め、日本の政治を変えるもっとも確かな力です。

　平和と憲法を大切にしたいとの思い、物価高騰

から暮らしを守りたいという思い、力を合わせて

自民党政治に立ち向かってほしいという願いを、

日本共産党にお寄せください。

1、「力対力」でなく、「外交による平和を」─憲法
9条をいかす平和の外交で、東アジアと世界の平
和をつくろう

（1）日本を戦争に導く「力対力」の道、
9条改憲に反対します

「専守防衛」を投げ捨て、「戦争する国」へ
の大逆行を許しません

「日米同盟の抑止力強化」の大合唱─「力対

力」では平和はつくれません……自公政権や維新

の会などは、ウクライナ侵略に乗じて、「日米同

盟の抑止力強化」「防衛力増強」「核には核」の大

合唱をしています。しかし、「力対力」の対決の

先に平和は決して訪れません。東アジアと世界に

新たな軍事的緊張をつくりだし、「軍事対軍事」

の危険な悪循環をつくりだします。それは戦争へ

の道にほかなりません。

「敵基地攻撃能力」の保有は、憲法解釈を百八十

度くつがえす無法……自民党は、「敵基地攻撃能

力」を「反撃能力」に言い換え、攻撃対象を「敵

基地」だけでなく「指揮統制機能等」に拡大す

る、そのために軍事費を「GDP比 2％以上」に

増やすなどの「提言」を 4月に発表しました。

岸田首相は、5 月の日米首脳会談で「敵基地攻撃

能力（反撃能力）」の保有検討に言及し、軍事費

の「相当な増額」をアメリカに約束しました。

　これまで政府は、「相手に脅威を与える攻撃型

兵器は憲法上保有できない」としてきましたが、

「敵基地攻撃能力」の保有などというのは、この

憲法解釈を百八十度くつがえす無法なものです。

　日本が攻撃されていなくても「敵基地攻撃」で

攻め込む─ここに一番の危険が……政府は、

「敵基地攻撃能力」は、集団的自衛権の行使の際

にも使えるとの見解を明らかにしています。日本

が攻撃されていないのに、米軍が軍事行動をはじ

めたら、自衛隊が米軍と一体になって、相手国に

「敵基地攻撃能力」を使って攻め込み、「指揮統制

機能等」という国家中枢まで攻撃するというので

す。そんなことをすれば、相手国の大規模な報復

を呼び、全面戦争となり、日本に戦火を呼び込む

ことになります。ここに日本が直面する最大の現
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実的な危険があります。

　憲法 9条のもとでは許されない……これらが

歴代政権がまがりなりにも掲げてきた「専守防

衛」の大原則を投げ捨てるものであり、「戦争放

棄」を宣言した憲法 9条のもとで許されないこ

とは、あまりにも明らかです。自公政権や維新の

会が 9条改憲を声高に叫ぶのは、この危険な道

を突き進むためです。

─憲法9条改憲に反対をつらぬきます。

─「敵基地攻撃能力」の保有など、「専守防

衛」を投げ捨て、日本を「戦争する国」にする逆

行を許しません。

─安保法制＝戦争法を廃止し、立憲主義を取

り戻します。

─秘密保護法、共謀罪法、土地規制法など、

国民の自由と権利を制限する違憲立法を廃止しま

す。

─日本国憲法の前文を含む全条項をまもり、

とくに平和的民主的諸条項の完全実施をめざしま

す。

平和と暮らしを壊す軍事費2倍化の大軍拡
を許しません

「敵基地攻撃能力」には、相手国の「指揮統制

機能等」という中枢まで破壊するための攻撃的兵

器が大量に必要になります。だからこそ軍事費を

「5 年以内にGDP比 2％以上」、現在の 2倍とな

る年間 11兆円以上にするとしているのです。こ

れでは世界第 3位の軍事大国になってしまいま

す。

　その財源をどうするか、岸田首相も自民党も一

言も言いません。しかし、こんな大軍拡をやろう

とするなら、消費税の大増税か、社会保障や教育

などの予算の大削減をもたらすことは火を見るよ

りも明らかです。安倍元首相は「防衛費を国債で

まかなう」と言い出しています。これは戦前、野

放図な国債発行で戦費を調達したことが、とめど

もない侵略戦争の拡大につながった教訓をふま

え、戦後の財政法で国債発行を原則禁止したこと

を無視した妄言です。

─平和と暮らしを壊す軍事費 2倍化を許し

ません。

─「敵基地攻撃能力」のための兵器購入、ア

メリカ製の武器爆買いの仕掛け（FMS）、辺野古

新基地建設への税金投入などを見直し・中止しま

す。

（2）ASEAN諸国と協力して東アジア
を平和の地域に─日本共産党の
「外交ビジョン」

東アジア規模の包摂的な平和の枠組みを提
唱しているASEAN諸国と協力して

　岸田自公政権や維新の会などは、「9 条で平和

が守れるか」などと言っています。しかし、政治

の役割は、戦争を起こさないための外交に知恵と

力をつくすことです。この役割を果たさず、何の

外交戦略も持たずに、軍事一辺倒にのめり込んで

いるのが岸田政権です。

　いまASEAN（東南アジア諸国連合）は、ASEAN

10 カ国と日米中など 8カ国で構成する東アジア

サミット（EAS）を強化し、この地域を「紛争

の平和的解決、武力行使と威嚇の放棄」の原則に

そくして、「対抗でなく対話と協力の地域」にし、

ゆくゆくは東アジア規模の友好協力条約を展望し

ようという壮大な構想─ASEANインド太平洋

構想（AOIP）を明らかにしています。いま日本

がとりくむべきは、紛争の平和的解決を安全保障

の第一にすえ、ASEANの国ぐにと手を携えて、

AOIP を本気で推進することにあります。

　こうした日本共産党の「外交ビジョン」は、東

アジア規模での集団安全保障の仕組みをつくりだ

そうというものです。軍事ブロックのように外部

に仮想敵を設ける排他的な枠組みではなく、地域

のすべての国を包み込む包摂的な枠組みをつくる
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─「対抗でなく対話と協力の地域にする」と

いうところに、何よりもの重要な意義がありま

す。

「力対力」の道では戦争を防げない─欧州
の外交の失敗をアジアで繰り返さない

　日本共産党の「外交ビジョン」は、ヨーロッパ

の教訓を生かす道でもあります。ヨーロッパで

は、ソ連崩壊後、欧州安全保障協力機構（OSCE）

というロシアと全ヨーロッパの国ぐにを含めた包

摂的な枠組みがつくられ、OSCE を「紛争の平

和的解決のための主要な機関」（1999 年の欧州

安全保障憲章）に定めました。しかし、この機能

は生かされず、NATO（北大西洋条約機構）諸

国もロシアも、軍事力によって相手の攻撃を「抑

止」するという戦略をすすめ、「力対力」に陥っ

てしまいました。

　ウクライナ侵略の責任は、あげて国連憲章を

じゅうりんしたロシアにあり、軍事同盟の問題で

ロシアの侵略を免責することはできません。その

うえで、戦争という悲惨な結果になった背景に

は、「力対力」に陥った外交の失敗があったこと

を指摘しなければなりません。この失敗を東アジ

アで繰り返してはなりません。排他的な枠組みに

よる「力対力」に陥るのではなく、包摂的な平和

の枠組みをつくり、それを安全保障の第一に位置

づけて発展させることにこそ、ヨーロッパから引

き出すべき最大の教訓があります。

　自公政権や維新の会などは、「ウクライナを見

ろ」といって、「日米同盟の強化」の大合唱をし

ていますが、これはヨーロッパで戦争が起きてし

まった外交の失敗から学ばず、東アジアに軍事的

緊張を激化させる、間違った道です。

　ヨーロッパの失敗から引き出す教訓は、「力対

力」に陥る軍事同盟の強化ではなく、地域のすべ

ての国を包摂した平和の枠組みをつくることで

す。そのための憲法 9条をいかした平和の外交

こそ求められています。

─紛争の平和的解決を安全保障の第一にす

え、ASEAN 諸国と協力し、東アジアサミット

（EAS）を活用・強化し、ASEANインド太平洋

構想（AOIP）を本気で推進し、東アジアを戦争

の心配のない平和と協力の地域にしていきます。

─日本は、憲法 9条を持つ国として、東ア

ジアにおける軍拡競争を軍縮へと転換させるため

の、外交的イニシアチブを発揮すべきです。

（3）「ロシアは侵略をやめよ」「国連憲章
を守れ」の一点で全世界が団結を

　バイデン米大統領は「民主主義対専制主義のた

たかい」とし、岸田首相も「価値観を共有する

G7主導の秩序」などと、特定の「価値観」で世

界を二分する態度をとっています。そして「日米

同盟の抑止力強化」をうたった日米首脳会談にみ

られるように、「力対力」の軍事ブロック的対応

を行っています。これでは戦争を拡大し、新たな

危険をもたらすことになると警告しなければなり

ません。

─特定の「価値観」で世界を二分し、軍事ブ

ロック的対応で新たな危険を生むやり方ではな

く、「ロシアは侵略をやめろ」「国連憲章を守れ」

の一点で世界の政府と市民社会が団結することを

よびかけます。日本政府に対して、そうした立場

での外交努力こそ行うことを求めます。

（4）日本は核兵器禁止条約に参加し、
「核兵器のない世界」の先頭に

　プーチン大統領の核兵器使用の脅しは、「核大

国」の指導者が核兵器の先制使用を公言し、世界

を核で脅迫する、断じて許されないものです。核

兵器は人間に絶対に持たせてはならない「絶対

悪」の兵器です。核兵器の使用を止め、核戦争へ

の恐怖をなくす唯一の方法は、全世界から核兵器

を緊急に廃絶することです。
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　核兵器の使用を前提にした「核抑止」の強化、

さらには「核共有」などというのは、被爆国の政

党、政治家として恥ずべき態度です。唯一の戦争

被爆国日本が、核兵器禁止条約に参加するなら

ば、核戦争の危険をなくしていく国際的な世論形

成への大きな力になるのは疑いありません。

─日本が「核抑止」から抜け出し、核兵器禁

止条約に参加し、唯一の戦争被爆国として核兵器

廃絶の先頭にたつことを求めます。

─核兵器禁止条約締約国会議に、日本政府が

オブザーバー参加することを求めます。

（5）沖縄新基地建設を中止し、日米地
位協定を抜本改定する

県民の意思を踏みにじった新基地建設は許
しません

　自公政権は、沖縄県の本土復帰から 50年たっ

た今、新たな巨大な米軍基地の建設を、沖縄県民

の強い反対の意思を乱暴にふみにじって強行して

います。しかも戦没者の遺骨の眠る土砂を使って

埋め立てをしようとしています。こんな死者を冒

とくする行為は絶対に許すわけにはいきません。

超軟弱地盤の問題はきわめて深刻で、新基地建設

は、政治的にも技術的にも完全に行き詰まってい

ます。

─沖縄県民の民意を無視した辺野古新基地建

設を中止します。

─普天間基地の無条件撤去を求めます。

─沖縄県の玉城デニー知事による復帰 50年

にあたっての建議書を日米両政府が真
しん

摯
し

に受け止

め、「基地のない平和な沖縄」をつくりたいとい

う強い県民の願いに応えることを求めます。

全国知事会も求める日米地位協定の抜本改
定を

　在日米軍の横暴がエスカレートし、全国各地で

オスプレイなど米軍機による低空飛行訓練やパラ

シュート降下訓練の被害が激増しています。とこ

ろが、自公政権は全国で多発する在日米軍の無法

に抗議一つしようとしません。

　日米地位協定は、全国知事会も改定を求めるな

ど、国政の熱い焦点になっています。米軍に国内

法が適用されない、米軍基地への立ち入り権がな

い、訓練・演習の規制ができない、航空機事故の

際の捜査権を行使しないなど、米軍の特権を許し

た日米地位協定は 1960 年の締結以来、一度も改

定されていません。主権国家とはいえない異常な

ことです。

─危険なオスプレイは、沖縄からも本土から

もただちに撤去することを求めます。

─住民の安全と暮らしに深刻な被害をもたら

す低空飛行やパラシュート降下訓練を中止させま

す。

─日米地位協定を抜本改定します。

2、物価高騰から生活を守る─弱肉強食の新自由主
義を転換して「やさしく強い経済」に
　─日本共産党の五つの提案

物価高騰に無為無策の政治を続けていいのか

……4 月の消費者物価は 2.5％の上昇で、水光熱

費や食料品などの生活必需品は 4.8％とさらに値

上がりしています。企業物価指数は、過去 41年

で最高の前年比 10.0％も上昇し、中小企業、個

人事業主の経営を脅かしています。このコスト増
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が価格に転嫁されれば、いっそうの値上げが家計

を直撃します。ところが岸田自公政権は、物価高

騰のもと、小手先の対応に終始し、無為無策を続

けています。こんな政治を続けていいのかは、国

政の大問題です。

物価高騰をもたらした「異次元の金融緩和」の

抜本的見直しが必要です……現在の物価高騰の原

因は、「新型コロナ」と「ウクライナ侵略」だけ

ではありません。アメリカや欧州各国が金融緩和

を見直すなかで、日本だけが、「アベノミクス」

で始めた「異次元の金融緩和」を続けていること

が、異常円安をもたらし、物価上昇に拍車をかけ

ています。

─「異次元の金融緩和」を抜本的に見直し、

日銀が「国民生活の安定」という本来の役割を果

たせるようにすることを求めます。

新自由主義が苦しい生活の根本にあります……

なぜ物価高騰で暮らしがこうも苦しいのでしょう

か。それは、賃金が上がらず、年金が貧しく、教

育費が高すぎるからです。消費税の連続増税で家

計と景気を傷めつけてきたからです。弱肉強食の

新自由主義を進めてきたことが、国民の生活が苦

しい根本にあります。

「アベノミクス」と新自由主義にしがみつく岸

田政権……岸田首相は、「アベノミクス」も新自

由主義も「間違いだった」と認めません。6 月 7

日に閣議決定した「新しい資本主義実行計画」で

は、当初かかげた「分配重視」は消え、「アベノ

ミクス」の 3本の矢（大胆な金融政策、機動的

な財政政策、民間投資を喚起する成長戦略）を

「堅持」することを明記しました。「所得倍増」は

「資産所得倍増」にすり替わり、「貯蓄から投資

へ」という「アベノミクス」の株価つり上げのス

ローガンが復活しました。賃金も上がらずに貯蓄

や投資に回すお金がない庶民には無縁であり、大

資産家だけが富を増やす矛盾がさらに激化しま

す。「新しい資本主義」とか「新自由主義の弊害

を乗り越える」などは口先だけで、「アベノミク

ス」と新自由主義にしがみつく姿勢が露骨になっ

ています。

国民に「やさしい経済」こそ、ほんとうに
「強い経済」になります

　物価高騰から暮らしを守る根本的な治療法は、

新自由主義を終わらせて「冷たく弱い経済」か

ら「やさしく強い経済」に大転換させることで

す。

　新自由主義は、「強い経済」のためと、財界・

大企業の目先の利益拡大を最優先にする政治をす

すめましたが、その結果、賃金が上がらず、貧困

と格差が拡大し、富裕層の資産や大企業の内部留

保だけが増えるゆがんだ経済にしてしまいまし

た。「経済成長」も止まり、「競争力」も失い、

「冷たく弱い経済」にしてしまったのです。

　国民に「やさしい経済」にしてこそ、ほんとう

の意味で「強い経済」になります。日本共産党

は、「やさしく強い経済」にするために、次の五

つの提案を行います。

①消費税を 5％に緊急減税─暮らしと営

業をささえる政治に

②政治の責任で「賃金が上がる国」に─大

企業の内部留保を賃上げに、中小企業支

援とセットで最低賃金を時給 1500 円に

③年金削減の中止、給食費無償化─経済

力にふさわしく社会保障と教育を拡充し

ます

④気候危機の打開─原発即時ゼロ、石炭

火力からの計画的撤退、純国産の再エネ

の大量普及でエネルギー自給率の向上を

⑤ジェンダー平等をあらゆる分野でつらぬ

きます

　どれも国民の暮らしと営業を守るとともに、日

本経済を強くし、持続可能な成長を実現する大き

な力となります。
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（1）消費税を5％に緊急減税・インボイ
ス中止、暮らしと営業をささえる
政治に

消費税をただちに5％に減税します

　消費税減税は、物価高騰から暮らしと営業を守

るうえでも、日本経済を強くするうえでも、今、

いちばん求められる対策です。

　第一は、消費税減税は、食料品、水光熱費など

生活必需品を中心に、あらゆる分野で値上げラッ

シュが起きているもとで、もっとも効果的な物価

対策です。

　第二は、日本経済の 5割以上を占める家計、

企業数で 99％を占め日本経済の背骨である中小

企業を応援することになります。

　第三は、富裕層や大企業に応分の負担を求め、

消費税を減税することは、税の不公正をただし、

格差を是正する大きな一歩となります。

─消費税をただちに 5％に減税します。

大企業と富裕層に応分の負担を求め、格差
を是正します

　岸田首相は、所得が 1億円を超えると逆に税

負担率が減ってしまう「1 億円の壁」の是正を言

いましたが、真っ先に先送りしてしまいました。

大企業は、円安のもとで空前の利益をあげ、大株

主などの富裕層は、コロナ危機のもとでも資産

を大幅に増やしました。大企業と富裕層に応分

の負担を求め、不公平な税制と格差を是正しま

す。

─研究開発減税をはじめ租税特別措置や連結

納税など、大企業優遇税制を廃止・縮小します。

─法人税率を、現在の 23.2％から、中小企

業を除いて安倍政権以前の 28％に戻します。

─富裕層の株取引への税率を欧米並みの水準

に引き上げます。株の配当や譲渡益が分離課税と

され、住民税を含めても 20％と国際的にも低い

税率となっている現状を改めます。譲渡所得に

は、高額部分には欧米並みの 30％の税率を適用

します。株式配当には、少額の場合を除いて分離

課税を認めず、総合累進課税を義務付けます。

─所得税・住民税の最高税率を現行の 55％

から 65％に引き上げます。

─富裕層の資産に毎年低率で課税する富裕税

や、為替取引額に応じて低率の課税を行うなど、

新たな税制を創設します。

─厚生年金や健康保険、介護保険など、サラ

リーマンの社会保険料は標準報酬に上限があるた

め、企業役員など高所得者の負担が低くなってお

り、上限を引き上げるなど応能負担の改革を行い

ます。

インボイス導入を中止、中小企業、自営業
者への支援を強めます

　来年 10月から導入が予定されているインボイ

ス（適格請求書）制度は、これまでは消費税納税

の義務がなかった年間売り上げ 1000 万円以下の

事業者に納税義務を負わせ、経済的・事務的負

担増を強いるものです。商店や飲食店だけでな

く、個人タクシーや大工の一人親方、フリーラ

ンスで働く人々など、対象は数百万人にも及び

ます。

　コロナ対策として実施された納税猶予の適用額

1.5 兆円の 6割は消費税です。税の滞納の新規発

生額 0.7 兆円の 6割も消費税です。このままで

は、消費税が納められずに倒産する事業者が続出

します。

─零細な事業者やフリーランスを苦しめるイ

ンボイスの導入は、ただちに中止します。

─納税が困難になっている事業者には、消費

税の減免措置を実施します。

─コロナ危機と物価高騰から営業を守るた

め、事業復活支援金を持続化給付金なみに拡充し

て再支給し、家賃支援給付金を復活します。
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─中小企業を地域経済の重要な担い手、地域

経済の活性化の柱として振興します。

農林水産業を基幹産業に位置づけて振興し、
食料自給率を引き上げます

　国連の世界食糧計画（WFP）は、「第 2次世界

大戦以降、最悪の食料危機」と警告しています。

新型コロナ危機による国際的な食料供給の混乱に

加え、ロシアのウクライナ侵略が深刻な危機をも

たらしています。さらに、気候変動の影響によっ

て、世界各地での乾燥化・水不足、風水害などに

よる食料不足が拡大すると予測されています

（IPCCの報告）。

　日本の食料自給率は、すでに 37％と先進国の

中でも異常な水準にまで下がっています。もっぱ

ら食料の輸入を拡大し、社会・経済の基盤である

食料自給率を大幅に引き下げ、地方を疲弊させた

「亡国の農政」を抜本的に転換しなければなりま

せん。

─価格保障・所得補償を抜本的に充実させて

自給率を 50％へ早急に引き上げます。

─米価暴落対策として、政府による米の緊急

買い入れを実施します。

─麦や大豆、牧草などへの転作に欠かせない

水田活用交付金の削減を中止します。

─肥料、飼料、燃料の高騰に対する緊急対策

を実施します。

─規模拡大による効率化一辺倒の農業ではな

く、有機農業、中小経営を位置付け、環境と人に

やさしい農業へ転換します。

─燃料・資材の高騰、漁獲量急減への緊急対

策とともに、とれる魚種の変化に応じた資材・設

備・水揚げ・加工・輸送などの変更や環境に配慮

した養殖などに、抜本的な支援策を講じます。

─国土の面積に対して世界第 2位の森林率

をほこる日本で、気候変動対策にも資する林業の

健全な発展を図り、国産材の供給・利用の拡大を

図ります。

（2）「賃金が上がる国」に─大企業の
内部留保を賃上げに、中小企業支
援とセットで最低賃金を1500円に

　日本は世界でも異常な「賃金が上がらない国」

です。実質賃金は 1997 年から 2021 年に平均で

年収 61万円も減りました。国際比較では、この

30 年間に、日本の平均賃金は 4.4％しか伸びて

いませんが、同時期に、アメリカやイギリスは

50％近く伸びています。

　政治の責任で「賃金が上がる国」にすること

は、物価高騰のなかで国民の生活を守るうえで

も、日本経済を強くするうえでも、最大の力にな

ります。

大企業の内部留保への適正な課税で、賃上
げと「グリーン投資」を促進します

　日本共産党は「アベノミクスで増えた大企業の

内部留保に適正な課税を─大企業優遇の減税を

ただし、内部留保を賃上げと『グリーン投資』な

ど国内投資に」（2022 年 2 月 24 日）を発表し

ています。

─資本金 10億円以上の大企業に、2012 年

以降に「アベノミクス」で増えた内部留保額に、

毎年 2％、5 年間で合計 10％の時限的課税を行

います。これにより毎年 2兆円程度、総額で 10

兆円程度の税収が新たにできます。

─内部留保課税にさいしては、適切な控除を

もうけます。課税対象額から賃上げ額を控除しま

す。国内設備投資額を課税対象から控除します。

ただし、石炭火力発電所建設をはじめ、二酸化炭

素排出を増やし、気候危機打開に逆行する設備投

資は対象にしません。これにより課税をすること

で、賃上げと「グリーン投資」を促進します。

─10兆円程度の税収は一般財源としますが、

最低賃金を時給 1500 円に引き上げるための、中

小企業・中堅企業への支援を抜本的に強化するた
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めの大きな財源を確保できます。

　こうして、大企業の内部留保課税には、「一石

三鳥」の効果があります。それは行き過ぎた大企

業減税の不公正をただすとともに、賃上げと「グ

リーン投資」を促進し、最低賃金を 1500 円に引

き上げる財源をつくることができます。

　大企業でも中小企業でも、賃上げを促進しま

す。そして、大企業が利益を上げても内部留保だ

けが積みあがるという日本経済の「体質」化した

ゆがみをただし、経済の好循環をつくる大きな力

となります。

最低賃金を中小企業への十分な支援とセッ
トで時給1500円に引き上げます

　現在の最低賃金は全国加重平均で 930 円。年

収では 170 万円にとどまり、地域の格差は 221

円、年間 40万円（1800 時間）にもなります。

　コロナ危機やインフレのなかで、イギリス（9.5

ポンド、1520 円）、ドイツ（12 ユーロ、1683

円、10 月から）、フランス（10.85 ユ ーロ、

1521 円）など、先進国で最低賃金の大幅な引き

上げが行われ、アメリカでもバイデン大統領が

1950 円（15 ドル）への引き上げをうちだして

います。日本は、ここでも取り残されています。

　カギは中小・中堅企業への支援です。すべての

企業で賃上げできるようにするには、赤字企業も

負担している社会保険料を賃上げに応じて軽減す

ることがもっとも効果的です。

─中小企業への賃上げ支援を抜本的に強化し

ながら、最低賃金を時給 1500 円（月給だと 22

万 5000 円程度）に引き上げます。

─全国一律最賃制を確立します。

「使い捨て」の働かせ方をなくし、非正規か
ら正社員への転換をすすめます

　非正規雇用労働者（2064 万人）は 37％にな

り、男性が 652 万人、女性は 1413 万人と、非

正規雇用労働者の 3分の 2以上が女性です。非

正規から正規への雇用転換、低賃金構造を変える

ことは待ったなしです。

─労働者派遣法を抜本改正し、派遣は一時

的・臨時的なものに限定し、正社員との均等待遇

など、派遣労働者の権利を守る派遣労働者保護法

をつくります。

─シフト制労働者の権利を守るために、労働

契約に賃金の最低保障額や休業手当の支給を明記

するなどのルールをつくります。ギグワーク（雇

用契約のない単発・短時間の労働）などの無権利

な働かせ方を広げる規制緩和に反対し、権利保護

のルールをつくります。フリーランスに労災保険

と失業保険を適用します。

─パート・有期雇用労働者均等待遇法の制定

など、正社員との均等待遇をはかるとともに、解

雇・雇い止めを規制します。

─残業時間の上限を「週 15 時間、月 45 時

間、年 360 時間」とし、連続 11 時間の休息時

間を確保します（勤務間インターバル制度）。高

度プロフェッショナル制度を廃止します。

─退職強要を許さず、解雇規制法をつくりま

す。

すべてのケア労働者の賃金を引き上げ、待
遇を改善します

　岸田首相は、ケア労働者の収入を「思い切って

増やす」と約束しましたが、看護師で賃金が上が

る人は、コロナ医療を行う基幹病院などにつとめ

る人だけで、全産業平均よりも月 8万円低いと

される介護・保育職員の賃上げ額が「月 9000

円」にとどまるなど、まったくの“空約束”に終

わりました。

─看護師の賃金引き上げの対象をすべての看

護職員に拡充します。看護師の配置基準や労働条

件の改善に向けた診療報酬の見直しを進めます。

─国が基準を定めている介護・福祉・保育職

員の賃金を「全産業平均」並みに引き上げ、雇用

の正規化、長時間労働の是正など、労働条件を改
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善します。

（3）年金削減の中止、給食無償化─経
済力にふさわしく社会保障と教育
を拡充します

　日本の社会保障給付費はGDPの 22.4％、ド

イツの 27.7％、フランスの 32.2％などに比べて

低い水準です。これをドイツ並みにすれば 25兆

円、フランス並みにすれば 50兆円、社会保障給

付が増えることになります。

　教育への公的支出も、日本はGDP比で 2.8％、

OECD加盟国で比較可能な 37カ国中 36位と最

低水準です。

　政府や財界は、社会保障給付が増えると経済の

重荷になるなどと言ってきました。しかし、社会

保障や教育に手厚い予算を充てることは、家計を

支える面でも、地域経済を支える面でも、新しい

雇用や投資を生み出し、経済を活性化させる面で

も、健全な経済成長を実現する大きな力になりま

す。

生活を支え、将来不安をなくす社会保
障に

“物価高騰でも年金削減”の異常をただしま
す─年金削減を中止し、高齢者も現役世
代も“頼れる年金”に

　物価高騰にもかかわらず、岸田政権は、6 月支

給分から年金支給額を 0.4％削減しました。自公

政権が「100 年安心」の名で、年金の支給水準

を減らし続ける仕組みを導入したことが異常事態

を招きました。安倍・菅・岸田政権の 10年間で、

年金は物価上昇分を差し引いた実質で 6.7％も減

らされました。

　年金削減は、消費を冷やし地域経済にも深刻な

打撃となります。自公政権は「現役世代のため

に」と言って年金削減を行っていますが、現役世

代の最大の不安はどんどん年金が減っていく現行

制度への不信です。高齢者にも、現役世代にも

“頼れる年金”への改革が急務です。

─物価高騰下での年金削減を中止します。

─自公政権が導入してきた年金削減の仕組み

を廃止して、物価に応じて増える年金にします。

─信頼できる年金制度のために、（1）高額

所得者優遇の保険料を見直し、1 兆円規模で年金

財政の収入を増やす、（2）巨額の年金積立金を

年金給付に活用する、（3）賃上げと正社員化を

進めて、保険料収入と加入者を増やす─という

三つの改革に取り組みます。

─“頼れる年金”への抜本的な改革として、

基礎年金満額の国庫負担分にあたる月 3.3 万円を

すべての年金受給者に支給し、低年金の底上げを

行います。さらに全額国庫負担の最低保障年金の

導入をめざします。

75歳以上の医療費2倍化を中止します

　自公政権は今年 10 月から、75 歳以上で所得

が一定額を超える 370 万人の窓口負担を 2倍に

します。物価高騰で生活が苦しくなっている時

に、医療費負担増を押し付ける改悪は許されませ

ん。

─75歳以上の医療費 2倍化を中止・撤回さ

せます。

コロナの痛苦の教訓を踏まえ、医療・公衆
衛生の体制を抜本的に強化します

　これまでのコロナ対策の反省に立ち、感染爆発

と医療崩壊を二度と起こさないための対策に本腰

を入れることを政府に求めます。

─高齢者施設、医療機関などへの頻回検査を

国の責任で行います。

─地域医療への支援を強化し、感染者や疑い

のある人が十分な検査と医療を受けられるように

します。救急など「コロナ以外」の医療の逼
ひつ

迫
ぱく

が

起こらないようにする体制を強化します。
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─ワクチンの有効性・安全性についての情報

発信を国が前面に立って行い、希望する人への安

全・迅速な接種を進めます。

　社会保障の予算を抑制・削減する新自由主義の

政治のもとで、日本の医療と公衆衛生は弱体化さ

せられ、コロナ危機で一気に表面化しました。

　日本の医師数（人口比）は、OECD加盟国で

比較可能な 36 カ国中 32 位で、加盟国の平均に

14 万人足りない水準です。感染症病床は、この

20年間で半分程度に減らされ（1999 年＝ 3321

床→ 2020 年＝ 1867 床）、保健所も、半減させ

られました（1990 年＝ 850 カ所→ 2022 年＝

472 カ所）。しかも、自公政権は、高度急性期・

急性期病床を 20万床減らすことを目標に、全国

で 400 以上もの公立・公的病院をリストアップ

して、削減・統廃合を推進しています。

─「地域医療構想」の名での急性期病床削減

計画を中止し、拡充に切り替えます。

─感染症病床、救急・救命体制への国の予算

を 2倍にし、ICU（集中治療室）を支援する制度

を新設して、設置数を 2倍にします。

─政府が進める医師の削減計画を中止させ、

「臨時増員措置」を継続します。

─保健所予算を 2倍にして、保健所数も職

員数も大きく増やします。国立感染症研究所・地

方衛生研究所の予算を増やし、研究予算を 10倍

化します。

命を守り、暮らしを支える社会保障を拡充
します

─介護保険料・利用料の減免、保険給付の拡

充、特養ホームなど介護施設の拡充により、必要

な介護が受けられる制度にします。

─障害者・児の福祉・医療の「応益負担」を

撤廃し、無料にします。教育・就労・年金など障

害者・児のあらゆる権利を保障します。

─公費を1兆円投入し、「人頭税」のような

「均等割」「平等割」をなくして、国民健康保険料

（税）を抜本的に引き下げます。

生活に困っている人への支援を強化します

─コロナ危機で収入が減った人、生活に困っ

ている人に一律 10万円の特別給付金を数兆円規

模で支給します。

─生活保護を　①自公政権が行った生活保護

費削減・生活扶助費の 15％カットを緊急に復元

し、支給水準を生存権保障にふさわしく引き上げ

る、②保護申請の門前払いや扶養照会をやめ、自

動車保有やわずかな預貯金などの「資産」を理由

に保護利用を拒む運用を改める、③名称を「生活

保障制度」に改め、権利性を明確にし、生存権保

障にふさわしい制度に改革する─などの改革

で、必要な人がすべて利用できる制度にします。

食と住居への支援をすすめます

─「住居確保給付金」「生活福祉資金特例貸

し付け」の支援の延長・拡大、返済困難な場合は

「貸し付け」を給付に切り替えるなど、緊急に支

援を強化します。「住まいは人権」の立場で、家

賃補助や公的住宅をはじめ、住居へのセーフ

ティーネットをつくり、困窮者が住宅を失わない

ための施策を拡充します。

─フードバンク、子ども食堂、シングルマ

ザーボックスなど民間の食料支援の取り組みに、

助成や場所の提供など公的な支援を行います。

子育て・子どもに「冷たい国」から
「やさしい国」に

　あなたの国は子どもを生み育てやすい国です

か ?─この質問に過半数の人が「そう思わない」

と回答した国は日本だけです（少子化社会に関す

る国際意識調査報告書、2020 年、内閣府）。回答

した人々は、高すぎる教育費、育休もとりにくい

働き方、社会全体が子どもを生み育てることへの

理解がないことなどの解決を強く求めています。

　最大の問題は、もともと子育ての負担は重いも
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のなのに、基本的に家庭の責任とし、政治の責任

を果たしてこなかったことにあります。日本の子

育て・教育のための予算の水準（対GDP比）は

貧弱で、OECD諸国平均の 7割です。子育てし

やすい国は、国民の所得も消費もふえる、強い経

済になります。

教育費無償化をめざし、学費は半減、入学
金廃止、給食費はゼロに

─大学・専門学校の学費を半額にし、将来的

には無償にします。入学金は廃止します。奨学金

は欧米のように返済不要の給付制を中心にして拡

充します。

─「義務教育の無償」をうたった憲法 26条

を踏まえ、国の制度として、学校給食費や教材費

など義務教育にかかる費用を無料にします。

─0歳からの保育料の軽減、私立高校の無償

化を拡充します。子ども手当を、社会全体で子ど

もを支える原則から全員に支給し、拡充します。

国の制度として 18歳まで医療費の窓口負担を無

料にします。

教職員、保育士など子どものための職員を
増やします

─教員不足は社会問題になるほど深刻化して

います。その大本にある、教員の異常な長時間労

働を解決するため、授業数に見合った教員の定数

増、残業代支給制度の確立、部活顧問の強制禁止

などをすすめます。

─30人以下の少人数学級を早期に実現します。

─公的保育所をふやすとともに、保育士の配

置基準と給与を引き上げ、保育の質を向上させま

す。

─児童相談所、児童養護施設などの体制を拡

充します。

子どもの貧困問題の解決を

─日本の子どもの貧困率は先進国で最悪レベ

ルです。就学援助と児童扶養手当などの現金給

付、手厚いサービス給付の双方を抜本的に拡充

し、子どもの貧困問題の解決をめざします。

子どもの権利を守る国に

　競争的な教育制度などで不登校や子どもの自殺

が多い、意見表明権が保障されていないなど、子

どもに関わる諸制度は深刻な問題をかかえ、国連

子どもの権利委員会から繰り返し改善を勧告され

ています。

─過度な競争主義、管理主義の教育をあらた

めます。国連の勧告にもとづく改善をすすめま

す。政府から独立した子どもの権利救済機関（こ

どもコミッショナー）を設立します。子どもの権

利条約の子どもとおとなへの普及・啓
けい

蒙
もう

を本格的

にすすめます。

─この間日本共産党は校則アンケートにとり

くみ、多くの中高生らの声を聞いてきました。そ

れをふまえ、①各学校で子ども、保護者、教職員

の意見にもとづき校則のあり方を決める、②その

際、憲法と子どもの権利条約を共通の土台として

すえることを提案します。

（4）気候危機の打開─原発即時ゼロ、
石炭火力からの撤退。純国産の再
エネの大量普及でエネルギー自給
率の向上を

「気候危機を打開する日本共産党の2030
戦略」の実行がいよいよ待ったなしです

人類と地球にとって待ったなしの課題……気候

危機の打開は、人類と地球にとって差し迫った課

題であり、子どもたちと若者の未来への責任で

す。日本共産党は、昨年 9月に「気候危機を打

開する日本共産党の 2030 戦略」を発表しまし

た。2030 年度までに、省エネと再エネを抜本的

に強化して、CO2（二酸化炭素）を 50～ 60％
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削減するという提案です。その実行がいよいよ大

切になっています。

エネルギー自給率向上でも急務……エネル

ギー転換は、エネルギー自給率向上の観点から

も急務になっています。日本のエネルギー自給

率は 10％程度と先進国で最低クラス（OECD36

カ国中 35位）です。原油価格の高騰、ロシアの

ウクライナ侵略など、エネルギーを外国に依存

している経済の危うさが浮き彫りになっていま

す。

　環境省の調査でも、再生可能エネルギーの潜在

量は、現在の電力使用量の 5～ 7 倍にもなりま

す。しかし、政府のエネルギー基本計画では、

2030 年度の再生可能エネルギー電源の比率は

36～ 38％にすぎません。これはドイツ、イギリ

ス、イタリア、スペインなどでは達成ずみであ

り、これらの国々は 2030 年までに 6～ 7 割を

めざしています。石炭火力、原発にしがみつき、

再生可能エネルギーを後景に押しやっていること

が、遅れの最大の要因です。

─2030 年度までに CO2 を 50～ 60％削減

する（2010 年度比）ことを目標にします。

─この目標を省エネルギーと再生可能エネル

ギーを組み合わせて実行します。エネルギー消費

を 4 割減らし、再生可能エネルギーで電力の

50％をまかなえば 60％の削減は可能です。

─2050 年までに、残されたガス火力なども

再生可能エネルギーに置き換え、実質ゼロを実現

します。

─即時原発ゼロ、石炭火力からの計画的撤退

をすすめ、2030 年度に原発と石炭火力の発電量

はゼロとします。

─再生可能エネルギーの優先利用の原則を確

立し、大手電力会社が原発や石炭火力を優先し、

太陽光の出力抑制を行っている現状をあらためま

す。再エネを最大限活用できる電力網などのイン

フラを整備します。

─CO2 排出量が大きい業界、大規模事業所

に、CO2 削減目標と計画、実施状況の公表など

を「協定」にして政府と締結することを義務化し

ます。

─農地でのソーラーシェアリング、小規模バ

イオマスの発電の普及など、脱炭素と結びついた

農業・林業の振興を進めます。

─省エネの取り組みを産業、都市・住宅な

ど、あらゆる分野ですすめます。

省エネ・再エネの本気の取り組みは、新し
い投資と雇用をつくり、日本経済の持続可
能な成長を実現します　

化石燃料に頼りエネルギー転換が遅れれば、日

本企業の競争力も失われます……日本自動車工業

会は、電力の脱炭素化が遅れれば、製造時の

CO2 の排出量が減らず、日本の車は海外に輸出

できなくなり、最大で約 100 万人の雇用が失わ

れ、経済影響はマイナス 26兆円となるとしてい

ます。石炭火力など化石燃料にしがみつき、日本

経済の新しい成長の芽を摘み取り、産業の競争力

さえ奪ってしまうことは許されません。

「2030 戦略」を進めれば、新たな雇用が生ま

れ、経済成長につながります……「日本共産党の

2030 戦略」を実施すれば、10 年間で民間と公

的な投資は合計 202 兆円、GDP は累計で 205

兆円の押し上げとなります。雇用の創出も年間平

均で 254 万人になります。国内に「新たな成長

産業」を創出することになります。再エネは、地

域の資源であり、その活用は地方の活性化にも大

きな力になります。

　日本経済と国民の暮らしのためにも、気候危機

打開に真剣に取り組み、省エネ・再エネを大胆に

進めていきます。

（5）ジェンダー平等をあらゆる分野で
つらぬきます

　ジェンダー平等は、誰もが自分らしく尊厳を
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持って生きることができる社会をつくることを目

標とするものです。同時に、この視点を経済政策

でもつらぬくことは、結果として強い経済をつく

ることにつながります。

男女の賃金格差の是正、働く場でのジェン
ダー平等を

　男女の賃金格差の是正は、ジェンダー平等社会

の土台です。日本の男女賃金格差は、年収で

240 万円、生涯賃金だと 1億円もの格差があり

ます（国税庁　民間給与実態調査より）。

　日本共産党は、男女賃金格差をなくすために、

企業ごとに格差の実態を公表させるべきだと政府

にせまってきましたが、やっと政府も企業に男女

賃金格差の実態開示を義務づけることになりまし

た。重要な一歩です。

─企業に男女の賃金格差の実態を正確に公表

させるとともに、是正計画の策定と公表を義務づ

け、政府がそれを監督・奨励する仕組みをつくる

よう、女性活躍推進法の抜本改正などの法整備を

すすめます。

─実質的な女性差別を横行させている間接差

別をなくします。労働基準法をはじめとする関係

法令に、間接差別の禁止、同一価値労働同一賃金

の原則を明記し、差別の是正を労働行政が指導で

きるようにします。

─パート労働法、労働者派遣法を改正するな

ど、女性が多く働いている非正規雇用の労働条

件を改善し、正社員との不当な格差をなくしま

す。

─長時間労働をなくし、男女ともに家族的責

任を果たせる働き方にします。家族的責任を持つ

労働者は、男女を問わず、単身赴任や長時間通勤

を伴う転勤を原則禁止し、残業は本人同意を原則

とします。看護休暇や育児介護休業制度を拡充し

ます。

─職場におけるパワハラ、セクハラをなくす

ために、ハラスメント禁止条約を批准するととも

に、法律にハラスメント禁止を明記します。

選択的夫婦別姓、同性婚、LGBT平等法
─多様性が尊重される社会に

─選択的夫婦別姓をいますぐ導入します。

─同性婚を認める民法改正を行います。

─LGBT平等法を制定し、社会のあらゆる

場面で、性的マイノリティーの権利保障と理解促

進を図ります。

痴漢をはじめ女性に対するあらゆる暴力を
なくす

─「痴漢ゼロ」を政治の重要課題とし、痴漢

被害の実態調査、相談窓口の充実、加害根絶のた

めの啓発や加害者更生を推進します。

─刑法の性犯罪規定について、不同意の性交

の処罰化、性交同意年齢の引き上げ、地位利用型

の犯罪化など、性被害の実態に見合った改正を求

めます。

─性暴力被害ワンストップ支援センター予算

を抜本的に増額し、根拠法を制定します。

─DV防止法を改正し、緊急保護命令の導入

や保護対象の拡大、シェルターの拡充、加害者更

生プログラムの整備などを進めます。

リプロダクティブ・ヘルス＆ライツ─権
利としての避妊や中絶の確立を

─避妊も中絶も女性の大切な権利です。避妊

薬と緊急避妊薬を安価で入手しやすくし、中絶薬

を早期に認可します。刑法の堕胎罪や母体保護法

の配偶者同意要件を廃止します。

─子どもの年齢・発達に即した科学的な「包

括的性教育」を公教育に導入します。

─「生理の貧困」をなくすため、生理用品を

安価で入手しやすくするとともに、職場や学校な

どで生理に関する知識や理解を深め、女性が過ご

しやすい環境を整えます。
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意思決定の場に女性を増やし、あらゆる政
策にジェンダーの視点を

─「2030 年までに政策・意思決定の構成を

男女半々に」の目標をかかげ、積極的差別是正措

置を活用した実効性ある本気の取り組みをすすめ

ます。

─政治分野における男女共同参画推進法の立

法趣旨に沿い、パリテ（男女議員同数化）に取り

組みます。民意をただしく反映し、女性議員を増

やす力にもなる比例代表制中心の選挙制度に変え

ます。高すぎる供託金を引き下げます。

─女性差別撤廃条約を実効あるものにするた

め、「調査制度」と「個人通報制度」を定めた選

択議定書を、早期に批准します。

富裕層と大企業に応分の負担を求めま
す─財源としても、格差是正のうえ
でも

　消費税減税、社会保障の拡充や教育費負担軽減

など、恒常的に必要となる財源は、安易に国債増

発にたよるのではなく、恒久的な財源を確保する

必要があります。

　この参院選政策では消費税減税、年金削減中

止、学費半額、給食費無償化など、あわせて毎年

19兆円程度の財源が必要となる提案をしていま

すが、この財源は、富裕層や大企業への優遇を改

める税制改革や、歳出の浪費をなくすことで確保

します。コロナ危機対応など一時的なものは、災

害対策と同じように国債でまかない、計画的・長

期的に返済します。大企業の内部留保課税の税収

は、最低賃金を引き上げるための中小企業の賃上

げ支援に充てます。

　歳出の浪費では、大型開発の見直しとともに、

軍事費も聖域とせず、辺野古新基地建設費用や日

米地位協定上も米国が負担すべき経費を肩代わり

する「思いやり予算」、米国政府から戦闘機など

を高値で爆買いしている FMS（有償軍事援助）、ス

タンド・オフ・ミサイルなど戦争への危険をもた

らす敵基地攻撃用の兵器などにメスを入れます。

（その概要は上記の通りです）

　富裕層と大企業に応分の負担を求めることは、

2022年参議院選挙の財源提案
（１）主な政策の所要財源規模（コロナ対応などの時限的施策は除く）

項目 所要財源規模
消費税率の 5％への引き下げ 12.5 兆円
保育・介護などのケア労働者の賃金引き上げ 1兆円
年金削減中止、高齢者医療費 2倍化中止、低所得者の介護保険料軽減など 0.3 兆円
子ども医療費無料化、保育所増設など 0.8 兆円
保健所の機能強化など感染症に強い保健・医療体制づくり 0.2 兆円
国民健康保険料（税）の負担軽減（均等割・平等割廃止） 1兆円
生活保護基準の引き上げ、障害者福祉・医療の無料化など 0.4 兆円
義務教育の給食費無償化 0.45 兆円
高等教育の授業料半減・入学金廃止・給付奨学金の拡充など 1.8 兆円
その他（中小企業・農林水産業支援、気候危機対策など） 0.5 兆円

合計 19兆円程度
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税の再配分機能を強化し、格差社会を是正するう

えで避けて通れない課題です。「読売」の調査で

も、格差是正のために優先すべき対策として「賃

金の底上げ」（51％）、に続いて「大企業と富裕

層への課税強化」（50％）がトップ 2になってい

ます（3 月 27 日付）が、貧困と格差の是正を願

う、多くの国民の思いでもあります。

　軍事費や大企業支援の財源を野放図な国債発行

でまかなっても問題がないという政策論がふりま

かれていることは危険です。その一つの典型が安

倍元首相です。「アベノミクス」でも「機動的な

財政政策」としていましたが、最近では、5 兆円

を超える大軍拡を「国債発行で」とし、「日銀は

政府の子会社」と言い放ちました。大軍拡の財源

の国債を日銀に引き受けさせることでまかなおう

というもので、戦時国債で侵略戦争をすすめた戦

前の過ちを繰り返すものです。

　日本共産党は、「国の借金を減らす」という

「理由」で消費税増税などの庶民増税や、社会保

障削減を強行する「緊縮財政」には厳しく反対し

ます。同時に、野放図な国債発行で何でもでき

る、という立場には立ちません。

　日本共産党は、①富裕層や大企業に応分の負担

を求めるとともに、「戦争する国」づくりのため

の大軍拡をはじめ歳出の浪費にメスを入れる、②

国民の暮らしを応援する経済政策によって、経済

を健全な成長の軌道にのせ、税収増をはかる─

という二つの道を進むことで、暮らしを良くする

財源をつくりながら、国と地方の膨大な債務の問

題にも解決の道筋を見いだしていくという、責任

ある財政政策を掲げています。

（6）財界中心の政治のゆがみにメスを
入れる立場にたってこそ暮らしを
守れる

　日本共産党の「やさしく強い経済」の提案は、

どれも国民の願いにそった当たり前の内容のもの

ですが、これを実行するためには、財界・大企業

中心の政治のゆがみにメスを入れる立場が必要で

す。企業・財界献金にどっぷりつかっている自民

党などでは、暮らしを守ることはできません。

（２）財源確保策
項目 財源規模

法人税制の改革 大企業優遇税制の廃止・縮小
法人税率を中小企業を除いて 28％に戻す 8兆円

所得税制の改革 富裕層の株取引への課税強化
所得税・住民税の最高税率引き上げ 3兆円

新しい税制の創設 富裕税の創設
為替取引税の創設 3兆円

歳出の浪費削減など 軍事費や大型開発の見直し、原発推進予算の削減
消費税減税に伴う経費の節減 5兆円

合計 19兆円

このほか、大企業の内部留保課税（5年間で 10 兆円程度）を活用して最低賃金 1500 円への引き
上げを図る。また、コロナ危機対策として行う困窮者への給付金や事業復活支援金の拡充・再支
給などの臨時の財源（10 兆円程度）は、国債発行で対応する。
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─企業・団体献金を、パーティー券も含め

て、全面的に禁止します。

─「森友・加計・桜を見る会」疑惑など、政

治とカネをめぐる疑惑を徹底的に糾明し、責任を

明らかにします。

─憲法違反の政党助成金制度を廃止します。

日本共産党は、「国民が主人公」の民主主義日本をめ
ざします

　日本共産党は、現在、日本が必要としているの

は、社会主義への改革ではなく、日本の政治の二

つの大きなゆがみ─①異常なアメリカいいなり

の政治、②財界・大企業優遇の政治をただし、

「国民が主人公」の民主主義日本を実現すること

であると、党綱領で明記しています。

（1）異常なアメリカいいなり政治をた
だします

　異常なアメリカいいなりの政治の根底には日米

安保条約＝日米軍事同盟があります。

　日米軍事同盟には、他の米国との軍事同盟にな

い特別の異常さがあります。世界では海外駐留の

米軍が大きく減少しているのに、在日米軍だけ増

加しています（1990 年～ 2019 年　世界＝ 60

万 9 千人⇒ 17 万人。日本＝ 4万 6 千人⇒ 5 万

7千人）。在日米軍は、海兵遠征軍、空母打撃群、遠

征打撃群、航空宇宙遠征軍など、「日本防衛」と

は関係のない、海外で戦争する「殴り込み部隊」ば

かりです。世界に類のない「治外法権」が在日米軍

に認められ、米軍の起こした事件・事故に日本政

府の警察権は及ばず、日本の航空法を無視した危

険な低空飛行訓練が全国で繰り返されています。

─国民多数の合意で、日米安保条約を、条約

第 10 条の手続き（アメリカ政府への通告）に

よって廃棄し、アメリカ軍とその軍事基地を撤退

させ、本当の独立国といえる日本をつくります。

対等・平等の立場にもとづく日米友好条約を結

び、日米友好の新時代を開きます。

─自衛隊については、憲法 9条と自衛隊と

の矛盾を、憲法 9条の完全実施（自衛隊の解消）

に向かって、国民多数の合意で段階的に解決して

いきます。わが党が参加した民主的政権ができた

場合にも、自衛隊をすぐになくすことはありませ

ん。民主的政権が、憲法 9条を生かした平和外

交によって、世界とアジアのあらゆる国ぐにと友

好関係をつくり、日本をとりまく安全保障環境が

平和的に成熟し、国民の圧倒的多数のなかで「もう

自衛隊なしでも安心だ」という合意が生まれ、熟し

たときに、憲法 9条の完全実施にむかっての本

格的な措置にとりくみます。そこに至る過程（自

衛隊と民主的政権が共存する時期）で、万が一、

急迫不正の侵害を受けた時には、国民の命と人

権、国の主権と独立を守るために、自衛隊を含め

あらゆる手段を活用します。憲法 9条を将来に

わたって守り生かすことと、どんな場合でも国民

の命を守り抜く─その両方に対して政治の責任

を果たすということが、日本共産党の立場です。

─日本共産党としてはいっかんして「自衛隊

＝違憲」論の立場をつらぬきますが、党が参加す

る民主的政権の対応としては、自衛隊と共存する

時期は、理の必然として、「自衛隊＝合憲」の立

場をとります。「憲法違反の自衛隊を活用すると

いうのは矛盾している」という議論があります

が、民主的政権としての憲法判断が「自衛隊＝合

憲」である以上、その政権が自衛隊を活用するこ

とに、憲法上、何の矛盾もありません。
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（2）財界・大企業中心の政治をただし、
「ルールある経済社会」をつくりま
す

　日本は、長時間労働、低賃金、非正規雇用の増

大、医療費の高負担、年金制度の貧しさなど、欧

州諸国に比しても、国民の暮らしと権利を守る

ルール・制度があまりにも貧弱であり、「ルール

なき資本主義」といわれる国となっています。

ジェンダー平等でも世界で 120 位という最低ク

ラスです。財界・大企業の利益最優先の政治は、

弱肉強食の新自由主義を推進し、賃金が上がらず

「経済成長」もできない、というところまで行き

詰まっています。

─「ルールなき資本主義」の現状を打破し、

ヨーロッパの主要資本主義国や国際条約などの到

達点も踏まえつつ、国民の生活と権利を守る

「ルールある経済社会」をつくります。

─大企業に対する民主的規制を主な手段とし

て、その横暴な経済支配をおさえます。民主的規

制の目的は、大企業をつぶしたり、敵視したりす

るものではありません。労働者や消費者、中小企

業と地域経済、環境に対する社会的責任を大企業

に果たさせ、つりあいのとれた経済の発展をはか

ることが、その目的です。

（3）国民多数の合意、統一戦線の力で
社会の変革をすすめます

　日本共産党は、社会改革のすすめ方でも「国民

が主人公」をつらぬき、安保条約や自衛隊はもち

ろん社会改革のあらゆる問題で、選挙での国民多

数の判断をふまえて、改革の階段を上がることを

大方針にしています。そして、政治を変え、社会

を改革していくためには、多くの国民が力を合わ

せることが必要だと考えています。

─社会改革のどんな段階でも、国民多数の選

挙で示された意思にもとづいて、平和的民主的に

改革を進めます。

─政策や理念、信条が異なる政党、団体、市

民が、違いはわきに置いて、一致点で団結して政

治を変えていく─どんな社会改革のどんな段階

でも、統一戦線の力で社会の改革をすすめます。

自由と平和、まっすぐつらぬく日本共産党の躍進を

　日本共産党は、創立 100 年を迎えます。戦前、

国民の自由を圧殺し、モノ言えない社会にして侵

略戦争に突き進んだ暗い時代から、命がけで自由

と民主主義を求め、反戦平和をつらぬいてたた

かってきました。戦後も、日本国憲法のもとで自

由と民主主義の制度を逆流から守り、発展させる

ために力をつくしてきました。そして、将来にわ

たって、自由、民主主義、人権の制度を守り、発

展させると綱領で約束しています。

　日本共産党は、相手がアメリカであれ、旧ソ

連・ロシアであれ、中国であれ、どんな国であれ

覇権主義に厳しく反対をつらぬき、平和のために

頑張りぬいた歴史をもっています。旧ソ連のチェ

コ、アフガニスタンなどに対する覇権主義に「社

会主義と無縁」と徹底した批判をつらぬき、ソ連

が崩壊した時は「大国主義・覇権主義の巨悪の

党の解体をもろ手をあげて歓迎」する声明を発

表しました。

「核兵器のない世界」「戦争のない世界」─平

和な世界を 21世紀に実現することを綱領の大目

標にかかげているのも、日本共産党です。

　平和がかかり、暮らしがかかった参議院選挙

で、自由と平和をまっすぐつらぬく日本共産党を

躍進させてください。
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日本共産党は、安倍政権の暴走と
真正面から対決し、国会の｢増税連
合｣ ｢改憲連合｣ にたいして、国民と
ともにたたかっています。

日本共産党は、日本の未来を切り開
く綱領にもとづき、あらゆる分野で
現実的な改革を提案し、実現のため
に行動しています。
「財界中心」「アメリカいいなり」の
異常をただす、資本主義の枠内での
民主的改革で、「国民が主人公」の
日本を実現する。さらに、国民多数
の合意で資本主義をのりこえ、人間
の自由が花開く未来社会にすすむ―
―これが私たちの展望です。

私たちは、政党の組み合わせから出
発するのではなく、課題の一致点に
もとづく幅広い共同を大切にしてい
ます。国民の共同を広げていくうえ
でも、政党間の共同の条件を広げる
うえでも、日本共産党が国政で比重
と影響力を強めることが決定的です。

バブル経済、消費税、原発、基地問題、憲法、歴史認識……
安倍・自公政権があらゆる分野で危険な暴走を始めているとき
に、日本共産党以外の主要政党は「自民へ、安倍へ」と追従し、
国民のくらしと日本の未来をまもる立場を投げ捨てています。
いま、「自共対決」が政治の対決軸です。

“多国籍企業化した大企業の利益を優先し、日本経済への責任は放棄する”、“TPPや基地問
題では国を売り渡すようなことを平気で約束する”―これがいまの自民党政治です。亡国の
政治を続けるか、未来に責任を負う政治に転換するか、根本から問われています。

日本共産党の躍進は、「財界中心」「アメリカいいなり」「歴史逆行」という3つのゆがみをた
だす決定的な力となり「国民が主人公」の日本に向けた大きな一歩となるでしょう。日本共産党
へのご支援を心からお願いします。

平和、民主主義、
くらしをこわす逆流に

たちむかう党

どの分野でも
改革の展望をしめす

綱領をもつ党

国民とともに
力を合わせて

政治を変える党

自共対決
日本共産党を大きく躍進させてください！

亡国の政治か
未来に責任を負う政治かが問われています

「戦後の長い期間、国政の場で、自由民主党と日
本共産党は、立場や政策は違っても、それぞれ
が自負と誇りをもって活動してきた」「私にいわせ
ると、自民党と共産党こそが『二大政党』だ」

「しんぶん赤旗」日曜版・6月2日号

古賀誠 自民党元幹事長も指摘

全文はホームページをご覧ください。http://www.jcp.or.jp/
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